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Ⅰ 策定の趣旨 

１ 箱根町における「人口ビジョン」及び「総合戦略」 

我が国では、2008年をピークとして人口減少局面に入っており、2050年に9,700万人程度、2100年

に5,000万人未満と推計されています。急速な少子高齢化や人口減少に歯止めをかけるとともに、東

京圏への一極集中を是正し、地域特性に即した課題解決や若い世代の希望を実現する社会経済環境整

備を目指して、「まち・ひと・しごと創生法」が制定されました。 

本町においては、昭和44年をピークに人口は減少に転じ、昨年6月の日本創成会議による試算では

「消滅可能性都市」とされるなど、人口減少の克服は最重要課題であります。 

そこで、まち・ひと・しごと創生法に基づき、国、県が策定する「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を勘案しながら、本町の実情を踏まえた上で、人口、地域経済、地域社会の課題に一体的に取り

組むため、「人口ビジョン」及び「総合戦略」を策定し、検証を重ねながら効果的に施策を展開する

ことで、「消滅可能性都市」から脱却するとともに、箱根町民及び関係企業が抱く「箱根町の将来展

望」を明るく活気にあふれたものにすることを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の長期ビジョン 

中長期展望 

（2060 年を視野） 

Ⅰ．人口減少問題の克服 

◎2060 年に１億人程度の人口を確保 

◆人口減少の歯止め ・国民希望出生率＝1.8 

◆「東京一極集中」の是正 

Ⅱ．成長力の確保 

◎2050年代に実質GDP成長率 1.5～2.0％

程度維持 

国の総合戦略（2015～2019 年度の５か年） 

基本目標（成果目標 2020 年） 

地方における安定した雇用を創出する 

◆若者雇用創出数（地方）：30 万人 

◆若い世代の正規雇用労働者等の割
合：全ての世代と同水準 

◆女性の就業率：73％ 

地方への新しいひとの流れをつくる 

◆東京圏→地方：４万人増加 

◆地方→東京圏：６万人減少 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえる 

◆安心して結婚・妊娠・出産・子育て

できる社会を達成していると考える
人の割合：40％以上 

◆第１子出産前後の女性継続就業率：

55％ 

◆結婚希望実績指標：80％ 

◆夫婦子ども数予定実績指標：95％ 

時代に合った地域をつくり、安心なく
らしを守るとともに、地域と地域を連
携する 

◆地域連携数など（目標値は地方版総
合戦略を踏まえて設定） 

農林水産業の成長産業化 

６次産業市場 10 兆円：就業者数５万人創出 

主な KPI 

訪日外国人旅行消費額３兆円へ 

雇用者数８万人創出 

地域の中核企業、中核企業候補 1,000 社支援 

雇用者数８万人創出 

地方移住の推進 

年間移住あっせん件数 11,000 件 

企業の地方拠点強化 

拠点強化件数 7,500 件 雇用者数４万人創出 

地方大学等活性化 

自県大学進学者割合平均 36％ 

若い世代の経済的安定 

若者就業率 78％ 

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

支援ニーズの高い妊産婦への支援実施 100％ 

ワーク・ライフ・バランス実現 

男性の育児休業取得率 13％ 

「小さな拠点」の形成 

「小さな拠点」形成数 

定住自立圏の形成促進 

協定締結等圏域数 140 

既存ストックのマネジメント強化 

中古・リフォーム市場規模 20 兆円 

「
し
ご
と
」
と
「
ひ
と
」
の
好
循
環
づ
く
り 

好
循
環
を
支
え
る
、 

ま
ち
の
活
性
化 

主な施策 

①地域産業の競争力強化 

（業種横断的取組） 

②地域産業の競争力強化 

（分野別取組） 

③地方への人材還流、 

地方での人材育成、 

雇用対策 

①地方移住の推進 

②地方拠点強化、 

地方採用・就労拡大 

③地方大学等創生５か年戦
略 

①若者雇用対策の推進、 

正社員実現加速 

②結婚・出産・子育て支援 

③仕事と生活の調和 

（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）の実現 

（「働き方改革」） 

①「小さな拠点」（多世代交
流・多機能型）の形成支

援 

②地方都市における経済・
生活圏の形成（地域連携） 

③大都市圏における安心な
暮らしの確保 

④既存ストックのマネジメ

ント強化 
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２ まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則 

国では今般のまち・ひと・しごと創生に関して、以下の政策５原則を掲げています。 

 

① 自立性 

構造的な問題に対処し、地方自治体、民間事業者、個人等の自立につながる施策にする。 

② 将来性 

地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

③ 地域性 

各地域の実態に合った施策を受け手側の視点に立って支援する。 

④ 直接性 

最大限の成果をあげるため、まち・ひと・しごとを直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤ 結果重視 

ＰＤＣＡメカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。 

 

地方自治体においては、「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」を策定するにあたっても、

上記５原則に基づく必要があるとしています。 

 

 

Ⅱ 策定方法等 
 

１ ＰＤＣＡサイクルの仕組み 

前述したように、今回の「地方版総合戦略」は策定するだけにとどまらず、具体的な数値目標をた

て、それが達成されているか検証していくことが求められています。 

また、「地方版総合戦略」策定の際にＫＰＩの設定をはじめとして、点検評価・見直しの仕組みづ

くり、策定後の実際の評価の実施も必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口の将来展望 基本目標 具体的な施策 

 
政 策 

Policy  

 

事 業  

Project  

 

施 策  

Program  

 

手段・分野  

目的・効果  

手段 

目的・効果 

将来像  

Vision  

 

手段・分野 

目的・効果 

政策形成（プランニング） 

効果検証 
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２ 多様な主体を巻き込んだ策定過程 

「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」を策定するにあたっては、住民やＮＰＯ、関係団体、

民間事業者等が「まち・ひと・しごと創生」の必要性を認識・共有し、その視点で改めて地域を見つ

め直し、地域課題に“気づき”、その解決のために“行動を起こす”ことが求められます。策定体制

については、担当課だけでなく、箱根町として施策横断的に取り組むことが必要であるため、現在策

定中の第6次総合計画と連携し、全庁・全町的な取り組みとして策定作業を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 策定体制 

 （１） 箱根町まち・ひと・しごと創生有識者会議【外部組織】 

箱根町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定及び推進にあたり、町民、産業界、行政機関、

教育機関、金融機関、労働団体、メディア（産官学金労言）等の意見を反映するため、箱根町ま

ち・ひと・しごと創生有識者会議を設置します。 

 

 （２） 箱根町まち・ひと・しごと創生本部【庁内組織】 

まち・ひと・しごと創生に全庁的に取り組むため、町長を本部長とする箱根町まち・ひと・し

ごと創生本部を設置します。創生本部は町長と総合計画策定本部メンバーで構成し、地方創生の

総括や総合戦略・人口ビジョンの策定、総合戦略の推進及び実施状況の総合的な検証を行います。 

 

 （３） 箱根町人口ビジョン・総合戦略策定委員会【庁内組織】 

人口ビジョン・総合戦略案を作成する総合調整機関として、総合計画策定委員会と同メンバー

で構成する策定委員会を設置します。また、具体的な施策を検討する作業部会として庁内ワーキ

ンググループを設置します。 

 

 

“地方創生” 

行 政 

住 民 

地 域 

ボランティア 

・ＮＰＯ 
 

担当各課 

関係機関・団体 

事業者 

金融機関、商工会 

民間企業 
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４ 人口ビジョン・総合戦略策定作業スケジュール 

「地方版総合戦略」については、平成28年度当初予算への計上を考慮し、本年10月までに戦略案を

とりまとめ、年内中の策定を目標とします。 

 

 
４ 
月 

５ 
月 

６ 
月 

７ 
月 

８ 
月 

９ 
月 

10 
月 

11 
月 

12 
月 

「地方人口ビジョン」策定      
  

  

「地方版総合戦略」策定      
  

  

まち･ひと･しごと創生本部 

（兼総合計画策定本部） 
 ●   ● 

 
●   

人口ビジョン・総合戦略 

策定委員会 

（兼総合計画策定委員会） 

 ●  ● ● 

 

●   

庁内ワーキンググループ 

（兼総合計画庁内ワーキン

ググループ） 

 ●  ● ● ●    

まち・ひと・しごと創生 

有識者会議 

（産官学金労言） 

   ●  

 

● ●   

 

 

５ 町民参画手法 

箱根町自治基本条例に基づき、次の町民参画手法により、計画策定を進めていくものとします。 

○ 箱根町まち・ひと・しごと創生有識者会議への町民参画 

○ まちづくりフォーラムの開催 

○ 町ホームページにおける情報提供 

○ パブリックコメントの実施 

○ 町議会との連携 
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Ⅲ 人口ビジョン・総合戦略 構成（案） 

１ 「（仮称）箱根町人口ビジョン」構成（案） 

第１章 箱根町人口ビジョン策定にあたって 

１．人口ビジョン策定の目的・背景 

２．目標年度 

３．人口ビジョンの位置づけ 

第２章 人口の現状分析 

１．箱根町の人口 

（１）総人口 

（２）人口の構造（性別・年齢 3 区分人口等） 

（３）人口動態分析 

①自然増減の推移と構造 

②社会増減の推移と構造 

２．人口動態における自然増減・社会増減の影響度   

第３章 将来人口推計 

１．人口推計 

（１）社人研準拠推計 

（２）日本創成会議準拠推計 

（３）独自の仮定をおいた推計 

２．推計結果の分析 

（１）各推計結果の比較分析 

（２）人口減少パターンの分析 

３．地域に与える影響の分析 

（１）住民生活に与える影響 

（２）地域経済に与える影響 

（３）地方財政に与える影響 

第４章 将来展望 

１．将来展望に関する現状分析 

（１）自然増減に係る意識（結婚・出産・子育て） 

（２）社会増減に係る意識（移住・定住） 

２．将来の展望に関する基本的方向 

３．人口の将来展望 

（１）総人口・自然増減・社会増減に関する展望 

（２）住民生活に関する展望 

（３）地域経済に関する展望 

（４）地方財政に関する展望 
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２ 「（仮称）箱根町まち・ひと・しごと創生総合戦略」構成（案） 

第１章 箱根町地方版総合戦略策定にあたって 

１．目的・背景 

２．計画の体系と期間 

３．地方版総合戦略の位置づけ 

第２章 基本目標と政策分野 

１．箱根町の特性（強みと弱み） 

２．箱根町人口ビジョンを達成するための基本目標 

（１）政策分野１【“まち”づくり】（例）若者に選ばれるまちづくり 

（２）政策分野２【“ひと”づくり-人の流れづくり】（例）地域内外に箱根町ファンをつくる 

（３）政策分野３【“ひと”づくり-子育て環境づくり】（例）結婚―出産―子育ての切れ目のない支援 

（４）政策分野４【“しごと”づくり】（例）魅力ある地域資源を活かした観光振興 

第３章 基本目標に係る基本的方向・数値目標 

１．（例）若者に選ばれるまちづくり 

（１）箱根町の現状と課題 

（２）基本的方向と数値目標 

２．（例）地域内外に箱根町ファンをつくる 

（１）箱根町の現状と課題 

（２）基本的方向と数値目標 

３．（例）結婚―出産―子育ての切れ目のない支援 

（１）箱根町の現状と課題 

（２）基本的方向と数値目標 

４．（例）魅力ある地域資源を活かした観光振興 

（１）箱根町の現状と課題 

（２）基本的方向と数値目標 

第４章 基本目標別施策とＫＰＩ 

１．基本目標１【（例）若者に選ばれるまちづくり】 

（１）具体的施策 A（例）職住近接型のまちづくり 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（２）具体的施策 B（例）空き家等既存ストックの活用 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（３）具体的施策 C（例）地域医療の充実 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

２．基本目標２【（例）地域内外に箱根町ファンをつくる】 

（１）具体的施策Ｄ（例）シティプロモーション 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（２）具体的施策Ｅ（例）箱根の暮らし体験 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 
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（３）具体的施策Ｆ（例）地域ブランドの確立とマネジメント 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

３．基本目標３【（例）結婚―出産―子育ての切れ目のない支援】 

（１）具体的施策Ｇ（例）人を育てる園小中一貫教育 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（２）具体的施策Ｈ（例）ワーク・ライフ・バランスの実現 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（３）具体的施策Ｉ（例）出会い・交流の場の提供 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

４．基本目標４【（例）魅力ある地域資源を活かした観光振興】 

（１）具体的施策Ｊ（例）箱根ジオパークを核とした広域連携 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（２）具体的施策Ｋ（例）町内企業間の交流・連携・取引促進 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

（３）具体的施策Ｌ（例）伝統産業の担い手の育成 

①現在の課題         ②施策の内容（必要な対応） 

③ＫＰＩ（重要業績評価指標） ④具体的事業と実施方針 

第５章 総合戦略の推進体制 

１．ＰＤＣＡサイクルの導入 

２．施策の進捗管理体制 

（１）内部評価（庁内各課・庁内委員会等） 

（２）外部評価（住民・審議会・議会等） 

３．評価結果の取りまとめと総合戦略の見直し 

※評価主体・評価対象・評価する時期・評価の視点を明記 

 

 

 

 


